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6． 再エネ導入ポテンシャル把握と導入方針 

6.1 再エネ導入ポテンシャル調査 

環境省が公開している「再生可能エネルギー情報提供システム（REPOS）」を活用して、本市

内の再エネの導入ポテンシャル調査を行いました。（木質バイオマスのみ統計資料をもとに推計しま

した。）この調査結果は既存の FIT 電源として稼働している再エネ電源も導入ポテンシャルの内訳

として加味されており、本市において太陽光発電の導入ポテンシャルが高いことがわかります。 

そのため、今後の技術進歩次第で他の再エネ導入の可能性はありますが、本市においては広く普

及している技術である太陽光発電を中心に再エネ導入目標を検討することが現時点では最も有効

であると考えられます。 

太陽光は建物系では市街地中心に建物の屋根、土地系では耕地や荒廃農地が多いエリアに

導入ポテンシャルがあることがわかります。ただし、日照条件や周囲の状況、地域への配慮や規制、

屋根の形状等も考慮する必要があり、全てに導入はできるとは限らないため、詳細の導入調査が必

要です。なお、表 6-1 および表 6-3 のため池の太陽光発電設備導入可能性については、

REPOS では把握できないため、独自に試算した結果を表します。 

 
表 6-1 再エネの導入ポテンシャル調査  
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表 6-2 建物系の太陽光発電の導入ポテンシャル調査  

 

 

表 6-3 土地系の太陽光発電の導入ポテンシャル調査  

 

  

   

 

  

 

 

 

 

 

 

 

  

  

設備容量
MW

年間発電電力量
MWh/年

3 4,057

1 1,136

5 7,338

86 117,926

1 1,177

12 16,334

149 204,078

0 550

257 352,598

太陽光発電の導入ポテンシャル

 建物系

 官公庁

 病院

 学校

 戸建住宅等

 集合住宅

 工場・倉庫

 その他建物

 鉄道駅

合計

中区分 小区分1 小区分2

図 6-2 建物系のポテンシャルマップ 図 6-1 土地系のポテンシャルマップ 

出典：再生可能エネルギー情報提供システム 
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6.2 再エネの導入状況 

売電された FIT 電源の大半は、区域外の温室効果ガスの削減分とみなされるため、再エネ導入

目標に加えることはできませんが、既存の FIT 電源であったとしても、区域内での利活用（卒 FIT

電源、特定供給スキームの活用、非化石証書としての活用）の可能性が期待できるので、今後導

入すべき再エネ電源の量を把握するため、現在の FIT 電源の導入状況を調査しました。 

その結果、本市においては FIT 電源として太陽光発電は 96MW が既に稼働していますが、再エ

ネの導入ポテンシャル調査の結果と比較すると、十分に追加設置できる余地があると判断できます。 

また、10kW 以上の太陽光発電の大半は野立ての太陽光発電と想定されるため、まだ、本市に

おいては自家消費型の太陽光発電のポテンシャルがあると言えます。 

 

表 6-4 再エネの導入状況の調査  

出 典 ： 環 境 省  自 治 体 排 出 量 カルテのデータから作 成  

  

設備容量
MW

年間発電電力量
MWh/年

 10kW未満 10 12,015

 10kW以上 86 113,728

 計 96 125,743

0 0

0 0

0 0

0 0

96 125,743

再生可能エネルギーの導入状況

大区分 中区分

 太陽光

 風力

 水力

 バイオマス

 地熱

再生可能エネルギー（電気）合計

ある資源（太陽光や風力等）について、理論的に導き出された潜在的な資源の総量を「賦存量（ふぞん
りょう）」と言います。 

「導入ポテンシャル」とは、この賦存量から、エネルギーを採取したり利用したりする時の制約（土地の傾斜、
法規制、土地利用、居住地からの距離等）により利用できないものを除いたエネルギーの大きさのことで、言い
換えると利用可能と考えられるエネルギー量とも言えます。 

ただし、実際には様々な問題や状況によって、現実的ではないケースもありますので、導入ポテンシャル
で表されるエネルギー量が全て導入可能とは限りません。 
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6.3 国の再エネの導入方針 

経済産業省は 2021（令和 3）年 8 月に発電コストは太陽光発電（事業用）が 2030（令

和 12）年度には最も安くなる見込みを提示しています。そのため、しばらくは太陽光発電を軸にどの

ように再エネを地域に根ざして広げていくのか、商業振興と連携していく可能性を含めて検討し、普

及拡大を図ることが再エネ導入の有効な手段と考えられます。 

岡山県は晴れの日の日数が全国 1 位で日照時間の確保ができることから、国の導入方針同様

に、本市においても太陽光発電の導入は有効な手段です。 

 

 
図 6-3 発電の発電コストの将来予想（2030（令和 12）年）  

出 典 ： 経 済 産 業 省  基 本 政 策 分 科 会 に対 する発 電 コスト検 証 に関 する報 告  

 

 


